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令和元年度 事業報告 

 
事業概要 

令和元年１２月の有効求人倍率は、島根県平均で１．８９倍、浜田市は１．４７倍と高く、

「雇用情勢は引き続き改善している」とされています。人口減少、高齢化、生産年齢人口の

減少といった構造的問題もあり、各企業、会社等では、人手不足、求職難の状況で、定年延

長、再雇用といった雇用形態が進んでいます。各企業等からの就業やシルバー派遣での問

い合わせも続いていますが、現状の社会情勢からもシルバー人材センターの会員登録が伸

び悩んでいる状況にあり、新規入会者も６５歳以上が多くシルバー会員の平均年齢も高齢

化しているといえます。 

 全シ協の「会員 100 万人達成計画」に基づき毎年度３．９％増、平成３０年度は４８８人、

令和元年度は５０７人としていましたが、残念ながら達成には至りませんでした。今年度の新

規入会者は、64名で昨年度を 22名上回ることができましたが、高齢や健康状態から退会さ

れる方も多く 64 名の方が退会されました。高齢で体力的に就業機会が少なくなる会員の皆

さんにも会員として在籍していただける魅力あるシルバー人材センターであることや、入会

促進運動をさらに推し進め目標会員数確保に努力していかなければなりません。 

本年度も引き続いて、旧郡部の入会者が少ないことから各自治区部に赴いての入会説明

会を開催したことや、入会の声掛け運動の促進を図ってまいりました。新規入会者の約５割

が声掛けによるもので、声掛け運動は大変効果がある取り組みでした。皆様のご尽力に感

謝申し上げるとともに、引き続いて会員拡大にご協力いただきますようお願い申し上げます。 

このような中でシルバー事業を実施してまいりましたが、令和元年度事業実績は、受託事

業の契約金額は約１億 3 千 6 万円、契約件数は 3,224 件で、昨年度を上回る実績でした。

一方、シルバー派遣事業は、諸般の社会情勢により会社、企業等厳しい状況が続いてお

り、前年度比 9,205 千円減の契約額となりました。 

センターの運営は、国と浜田市からの補助金、事務費収入が財源となっており、効率的な

事業運営に引き続き取り組みました。 

浜田市では、高齢化が３６．９％（3 月末）となり、高齢社会が急速に進む中で、高齢者の

生きがいづくりや、高齢者福祉の向上を目指すシルバー事業を健全に運営していくため、会

員と役職員が一体となった取り組みを進めることがこれまで以上に重要です。 
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１ 受託事業実績   

 令和元年度 平成３０年度 比較増減 △減 

会員数  ４５５人 

 （入会会員６４人） 

 （退会会員６４人） 

 ４５５人 

 （入会会員４２人） 

 （退会会員５７人） 

０人 

就業実人員  ３２２人  ３０１人  ２１人 

就業率 ７０．８％  ６６．２％  ４．６％ 

就業延人員 ２２，５１８人  ２１，４４９人 １，０６９人 

受託件数  ３，２２４件  ３，２２７件 △３件 

契約金額  １３６，０６３千円  １２７，８１２千円 ８，２５１千円 

 

２ 派遣事業実績  

 令和元年度 平成３０年度 比較増減 △減 

登録会員数  １５７人  １５８人 △１人 

就業実人員 ９９人 １１９人 △２０人 

就業率 ６３．1％  ７０．８％ △７．７％ 

就業延人員  ８，８５６人 １０，８１２人  △１，９５６人 

受託件数  ４６件  ７２件 △２６件 

契約金額 ４９，６７７千円 ５８，８８２千円 △９，２０５千円 

 

受託と派遣の契約金額合計 

 

会員全体（受託と派遣）の就業率  

 令和元年度 平成３０年度 比較増減 △減 

就業率 ８１．１％  ７８．９％ ２．２％ 

 

３ 普及・啓発活動 

  シルバー人材センター事業をＰＲし会員募集と仕事の受注を拡大するための取組

みを行いました。 

① 会員、役員が知人等へ「入会の声掛け運動」を行った。 

② 公民館、石央文化ホール等の施設へチラシを配架した。 

③ 会員加入率の低い旧那賀郡各自治区（金城町、旭町、三隅町）で入会説明会を開催

した。 

 令和元年度 平成３０年度 比較増減 △減 

合 計 １８５，７４０千円  １８６，６９４千円 △９５４千円 
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④ 市役所、浜田商工会議所、石央商工会（支所を含む）へ派遣事業紹介パンフを

配架した。 

⑤ 浜田市の広報「はまだ」に募集記事を掲載した。 

      ５月、１２月、２月の各号、 計３回 

⑥ 電話帳広告（サイネックス）   １回 

⑦ 各種イベントへの参加 

看護学校祭フリーマーケット等の行事に参加しＰＲ活動を実施した。 

⑧ ホームページによる情報提供を行った。 

⑨ 地域班会議の開催 

会員拡大や新たな就業先を開拓していくために、地域において会員、役員が

一体となって活動する必要があります。このため、活動を進める母体となる地域

班を活性化させるため、昨年に引き続き地域班会議を開催しました。 

・開催時期  令和元年１２月９日～令和２年１月３１日 

   ・開催場所  公民館等１２か所 

   ・参加会員  １1７名 

   ・内   容  シルバー事業の現状説明。会員拡大、新規就業先拡大の取組 

み。安全就業。会員からの意見、要望。 

             

４ 会報の発行 

  定時総会報告、会員の声等を掲載した、会報「飛翔」第３５号を９月３０日付で発

行しました。 

 

５ 適正就業の推進 

  シルバー人材センターの就業について、請負と派遣の区分に関する基準に沿い、

発注者の指揮、命令を受ける業務、発注者が雇用している従業員と混在して行う業

務、 発注者の資器材を使う業務等を派遣就業に切り替える、また新規発注分につ

いても基準に沿って受注する取組みを進めました。派遣先は、１２事業所となりまし

た。 

  また、シルバー派遣については、労働安全衛生法に基づき、派遣労働者の安全

衛生管理を図るため「浜田市シルバー派遣事業衛生管理要領」を設置し、産業医を

委嘱するとともに衛生委員会を毎月開催しました。 
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６ 新規就業先開拓活動 

就業機会の拡大と受注量の増大を図るため市内事業所に新規受注の依頼を行

いました。また、事業部会と女性部会が合同での事業所訪問を 3 月に予定しました

が、新型コロナウイルスの感染拡大に伴いやむなく急遽中止としました。 

 

７ 有料職業紹介事業 

臨時的、短期的な就業を希望する高年齢者に職業紹介を行う有料職業紹介事業

の実績はありませんでした。 

 

８ 技術講習会の実施状況  

年 月 日 講習会名 参加者 会   場 

２月２６日 襖・障子張替講習会 10名 浜田ＳＣ作業室 

３月４日 剪定講習会 13名 青少年ホーム緑地 

 

９ 高齢者活躍人材確保育成事業（島根県シルバー人材センター連合会主催事業） 

労働力人口の減少等で現役世代を支える分野での担い手不足の中で、高齢者

の就業を推進するため、シルバー人材センターでの就業に必要な技能を身に付け

るための講習会を実施しました。 

・内 容：清掃スタッフ育成講習 １０月３日・４日（２日間） 

・場 所：シルバー人材センター 

・参加者：５名（浜田市４名、江津市１名） 

 

10 安全就業の推進 

    ① 安全部会 

安全部会を開催し、事故の検証と再発防止について協議を行い、安全就業の 

推進に努めました。 

  ア 第１回安全部会 

年月日 参加者 内    容 

８月９日 ７名 
・平成３０年度に発生した事故の検証と再発防止に向けた取組 

・安全パトロール・・・２箇所 

② 安全就業啓発の取組み 

安全就業ニュースや就業会員への注意喚起文書、ハガキ等を郵送し、安全就

業を呼び掛けました。特に、事故の発生が多い草刈作業、剪定作業等において

は、事前の安全点検が重要であり、就業前にミーティングを行い注意事項の確認
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を行う「安全就業点検表」の取り組みを進めました。 

③ 事故の発生状況 

安全就業の指導と現場の就業状況の把握に努めてまいりましたが、通院、賠

償をシルバー保険で対応した事故等、以下の事故が発生しました。 

ア 傷害事故 15件 

   イ 賠償事故  5件 

   ウ その他   4件 

 

11 独自事業 シルバー農園事業の実施 

  平成２８年度の準備期間を経て平成２９年度からシルバー農園事業を本格的に

開始しています。れんげ保育園との共同事業として、園児と一緒にサツマイモを栽

培するなど、シルバー事業の幅を拡げるとともに、会員の入会促進を図りました。 

① 場   所  内村町一の瀬地内の休耕田 

② 参加会員  ３０名 

③ 栽   培  ジャガイモ、サツマイモ、ヤーコン、ウコン、タマネギ等１７品目 

④ れんげ保育園との共同事業 

    ・５月２８日  植付作業  園児、保護者、園関係者、シルバー人材センター等 

２７名 

   ・８月２２日  つる返し、除草作業等  園児、保護者、園関係者、 

シルバー人材センター等 ２８名 

   ・１０月２５日  収穫作業  園児、保護者、園関係者、 

シルバー人材センター等 ４０名 

 

12 ボランティア活動の実施 

シルバー人材センターの社会貢献活動として、看護学生との交流事業や模擬患 

者実習でお世話になっている浜田医療センター附属看護学校の周辺で、除草作業 

を実施しました。 

実施日及び参加者 

・７月５日(金)   会員・役員２７名、事務局４名 草ゴミ量 2,000㎏ 

・１０月１日(火)  会員・役員１９名、事務局４名 草ゴミ量 2,870㎏ 

 

13 研修旅行の実施 

  昨年に引き続いて研修旅行を日帰りで実施しました。 

 ① 実 施 日  令和元年１１月９日(土) 

 ② 内    容  会員拡大の取組みを研修 
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            広島平和公園、銀河ランチクルーズ、宮島散策 

 ③ 参 加 者  会員・役員４２名、看護師１名、事務局２名  計４５名 
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資料１ 

役員会等の開催状況 

年月日 会 議 名 主 な 内 容 

R1.5.22 第１回理事会 報告事項 

  （出席）理事１０名 ①補正予算報告 

      監事１名 ②理事監事候補者選考委員会 

    ③研修旅行実行委員会 

    ④事業実績 

    ⑤事業報告 

    ⑥事故の発生状況 

    審議事項 

    ①入会の承認 

    ②理事・監事候補者の決定 

    ③議案審議 

    ④令和元年度定時総会における表彰 

    ⑤令和元年度定時総会の開催 

    ⑥令和元年度定時総会の運営 

    ⑦ボランティア除草作業の実施 

    ⑧研修旅行の実施 

    ⑨事業予定 

R1.6.18 令和元年度定時総会 議事 

  （会員総数） ４２９名 （１）報告事項 

  出席会員９１名  第１号報告 平成３０年度収支補正予算 

  委任状提出会員 （２）決議事項 

  ２５１名  第１号議案 平成３０年度事業報告 

  合計３４２名  第２号議案 平成３０年度決算 

           監査報告 

     第３号議案 会費規程の改正について 

     第３号議案 役員の選任について 

    （３）報告事項 

     第２号報告 令和元年度事業計画 

     第３号報告 令和元年度収支予算 

R1.6.18 第２回理事会 審議事項 

  （出席）理事１１名 （１）理事長、副理事長、常務理事の選任 

      監事２名 （２）専門部会の担当役員 

    （３）その他 

R1.8.23 第３回理事会 報告事項 

  （出席）理事７名 ①理事長、副理事長及び常務理事の職務の 

  監事 1 名  執行状況 

    ②第１回広報部会 
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    ③第１回安全部会 

    ④石見地区事務局長会議 

    ⑤シルバー農園事業 

    ⑥第１回ボランティア活動 

    ⑦研修旅行の申し込み状況 

    ⑧シニアのための技能講習会 

    ⑨事業実績 

    ⑩事業報告 

    ⑪事故の発生状況 

    審議事項 

    ①入会の承認 

    ②駅北ﾌｪｽﾀ、看護学校祭ﾌﾘｰﾏｰｹｯﾄの参加 

    ③中国ﾌﾞｯﾛｸｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ連合協議会 

     令和元年度役職員研修会の参加 

    ④消費税の改定と配分金の改定について 

    ⑤島根県最低賃金の改定について 

    ⑥事業予定 

R1.11.25 第４回理事会 報告事項 

  （出席）理事８名 ①第 2～4回広報部会 

  監事１名 ②健康福祉フェスティバル事業見直し検討会 

    ③中国ﾌﾞｯﾛｸｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ連合協議会 

     令和元年度役職員交流研修会 

    ④派遣元責任者講習会 

    ⑤第２回ボランティア活動 

    ⑥シニアのための技能講習会 

    ⑦看護学校祭フリーマーケット出店 

    ⑧ｼﾙﾊﾞｰ農園事業 

    ⑨会員研修旅行 

    ⑩旧那賀郡部での入会説明会の開催 

    ⑪事業実績 

    ⑫事業報告 

    ⑬事故の発生状況 

    審議事項 

    ①入会の承認 

    ②地域班会議の開催 

    ③令和２年度定時総会の開催日程 

    ④事業予定 

R2.1.24 第５回理事会 報告事項 

  （出席）理事９名 ①令和２年度定時総会 

  監事１名 ②派遣元責任者講習会 
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    ③島根県シルバー人材センター第 3回理事会 

    ④シルバー農園 

    ⑤事業実績 

    ⑥事業報告 

    ⑦事故の発生状況 

    審議事項 

    ①入会の承認 

    ②令和元年度収支補正予算 

    ③令和２年度事業計画の策定 

    ④ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟ教育訓練 

    ⑤襖・障子張替講習会 

    ⑥剪定講習会 

    ⑦新規就業先開拓事業所訪問 

    ⑧事業予定 

R2.3.23 第６回理事会 報告事項 

  （出席）理事８名 ①理事長、副理事長及び常務理事の職務の 

  監事２名  執行状況 

    ②地域班会議 

    ③事業部会・女性部会合同会議 

    ④キャリアップ教育訓練 

    ⑤襖・障子張替講習会 

    ⑥剪定講習会 

    ⑦第１回総務部会 

    ⑧事業実績 

    ⑨事業報告 

    ⑩事故の発生状況 

    審議事項 

    ①入会の承認 

    ②令和２年度役員の選任 

    ③未収金の状況 

    ④会費未納会員の資格喪失 

    ⑤第２次 100万人計画の目標会員数の策定 

     に基づく令和２年度の会員数目標 

    ⑥令和元年度収支補正予算（第２号） 

    ⑦令和２年度事業計画 

    ⑧令和２年度収支予算 

    ⑨令和２年度定時総会で実施する研修会 

    ⑩事業予定 
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資料２ 

主な会議・事業等 

年 月 日 事   項 場所等 

H31 4 3 職業安定所長訪問 ﾊﾛｰﾜｰｸ 

    17 理事監事候補者選考委員会 浜田市 SC 

    22 入会説明会 浜田市 SC 

    25 研修旅行実行委員会 浜田市 SC 

R1 5 14 監査会 浜田市 SC 

    20 入会説明会 浜田市 SC 

    22 第 1回理事会 浜田市 SC 

    28 島根県ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ連合会第 1回理事会 松江市 

    28 シルバー農園、れんげ保育園と共同作業 ｼﾙﾊﾞｰ農園 

  6 17 島根県ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ連合会総会 タウンプラザ 

    18 令和元年度定時総会 総合福祉ｾﾝﾀｰ 

    18 第 2回理事会 浜田市 SC 

    20 入会説明会 浜田市 SC 

  7 5 第 1回ボランティア活動 看護学校周辺 

    18 第 1回広報部会 浜田市 SC 

    22 入会説明会 浜田市 SC 

  8 9 第 1回安全部会 浜田市 SC 

    19 石見地区ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ理事長・事務局長会議 益田市 SC 

    20 入会説明会 浜田市 SC 

    22 シルバー農園、れんげ保育園と共同作業 ｼﾙﾊﾞｰ農園 

    23 第 3回理事会 浜田市ＳＣ 

    25 浜っこ作業所ﾌﾘｰﾏｰｹｯﾄ 手芸同好会ｶﾚｰ出店 浜っこ作業所 

    26 第 2回広報部会 浜田市 SC 

  9 2 第 3回広報部会 浜田市 SC 

    17 第 4回広報部会 浜田市 SC 

    20 入会説明会 浜田市 SC 

  25～26 中国ﾌﾞﾛｯｸｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ連合協議会役職員交流研修会 広島市 

    30 会報「飛翔」発行   

  10 1 第 2回ボランティア活動 看護学校周辺 

  3～4 島根県連合会主催「清掃フタッフ育成講習会」 浜田市 SC 

    13 浜田開府 400年祭記念式典 石央文化ﾎｰﾙ 

    20 浜田医療センター附属看護学校祭 看護学校 

    22 入会説明会 浜田市 SＣ 

    25 シルバー農園、れんげ保育園との共同作業（収穫） ｼﾙﾊﾞｰ農園 

  11 9 会員研修旅行 広島県 宮島他 
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    12 金城地区入会説明会 雲城公民館 

    13 三隅地区入会説明会 三隅公民館 

    14 旭地区入会説明会 今市公民館 

    20 入会説明会 浜田市 SＣ 

    25 第 4回理事会 浜田市ＳＣ 

  12 9 地域班会議（金城） みどり会館 

    11 地域班会議（旭） 今市公民館 

    13 地域班会議（弥栄） 老人福祉ｾﾝﾀｰ 

    14 地域班会議（三隅） 三隅公民館 

    20 入会説明会 浜田市 SＣ 

R2 1 6 市民新年賀会 ﾜｼﾝﾄﾝﾎﾃﾙ 

    10 島根県ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ第 3回理事会 松江市 

    14 地域班会議（浜田 1・2） 浜田市ＳＣ 

    16 地域班会議（浜田 3・4） 浜田市ＳＣ 

    20 入会説明会 浜田市 SＣ 

    20 シルバー農園総会(芋煮会) 福井集会所 

    21 地域班会議（石見 1・2） 石見公民館 

    22 地域班会議（石見 3～5） 石見公民館 

    24 地域班会議（美川） 美川公民館 

    24 第 5回理事会 ジョイプラザ 

    27 地域班会議（長浜） 長浜公民館 

    29 地域班会議（国府） 国府公民館 

    31 地域班会議（周布・大麻） 周布公民館 

  2 5 活動拠点代表者・事務局長会議 松江市 

    14 事業部会・女性部会合同会議 浜田市ＳＣ 

    20 入会説明会 浜田市ＳＣ 

    22 キャリアアップ教育訓練 浜田市ＳＣ 

    26 襖・障子講習会 浜田市ＳＣ 

  3 3 島根県公益法人監査 浜田市ＳＣ 

    4 剪定講習会 浜田市ＳＣ 

    16 内部協議（新年度事業計画、予算） 浜田市ＳＣ 

    17 第 1回総務部会 浜田市ＳＣ 

    23 入会説明会 浜田市ＳＣ 

    23 第 6回理事会 浜田市ＳＣ 

    25 島根県ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ第 4回理事会 松江市 
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資料 ５ 

年齢別会員登録状況 

                    （令和２年３月３１日現在）              単位：人 
  年齢 ６０歳 

未満 
６０～６４
歳 

６５～６９
歳 

７０～７４
歳 

７５歳 
以上 

合計 
平均 
年齢 性別   

男 0 7 69 103 116 295 73.9歳  

女 0 6 35 54 65 160 74.1歳 

合   計 0 13 104 157 181 455 74.0歳 

          

資料 ６ 

会員登録状況（第１希望職業分類別・男女別）      単位：人 

 
管理
的 

専門的 
・ 

技術的 
事務的 販 売 

サービ
ス 

保安 
農林漁
業 

生産工
程 

輸送 
・ 

機械運
転 

建設 
・ 

採掘 

運搬・ 
清掃・ 
包装等 

計 

男 0 8 31 2 20 0 18 20 60 23 113 295 

女 0 5 36 4 30 0 9 3 0 0 73 160 

計 0 13 67 6 50 0 27 23 60 23 186 455 

 
資料 ７ 

     地域班別会員状況 
（令和２年３月３１日現在）     単位：人   

 地域班名 男 女 合  計   

 国府班 27 30 57   

 石見１班 22 12 34   

 石見２班 14 10 24   

 石見３班 15 15 30   

 石見４班 11 4 15   

 石見５班 11 2 13   

 浜田１班 14 7 21   

 浜田２班 18 12 30   

 浜田３班 9 14 23   

 浜田４班 15 7 22   

 熱田班 11 12 23   

 長浜班 11 6 17   

 周布大麻班 25 9 34   

 美川班 13 4 17   

 金城班 23 3 26   

 旭班 11 4 15   

 三隅班 26 7 33   

 弥栄班 19 2 21   

 合          計 295 160 455   
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１ 貸借対照表 

令和 2年 3月 31日現在 

(単位：円) 

科目   当年度     前年度     増減   

Ⅰ資産の部              

  1.流動資産              

      現金   153,138    138,593    14,545   

      普通預金   8,607,293    9,344,384    △ 737,091   

      未収金   11,706,444    11,608,195    98,249   

      前払金   33,200    29,000    4,200   

      流動資産合計   20,500,075     21,120,172     △ 620,097   

  2.固定資産              

    (1)基本財産              

      基本財産合計   0     0     0   

    (2)特定資産              

      財政運営資金積立資産   1,500,000    1,500,000    0   

      事務所移転費用積立資産   1,073,223    700,245    372,978   

      特定資産合計   2,573,223     2,200,245     372,978   

    (3)その他固定資産              

      建物付属設備   1,544,652    1,672,486    △ 127,834   

      構築物   112,455    121,762    △ 9,307   

      車輌運搬具   1,196,687    1,622,241    △ 425,554   

      什器備品   293,941    414,090    △ 120,149   

      電話加入権   224,952    224,952    0   

      預託金   64,450    44,980    19,470   

      出資金   10,000    10,000    0   

      その他固定資産合計   3,447,137     4,110,511     △ 663,374   

      固定資産合計   6,020,360     6,310,756     △ 290,396   

      資産合計   26,520,435     27,430,928     △ 910,493   

Ⅱ負債の部              

  1.流動負債              

      未払金   8,462,795    7,545,947    916,848   

      前受金   24,000    30,000    △ 6,000   

      預り金   273,636    446,609    △ 172,973   

      流動負債合計   8,760,431     8,022,556     737,875   

      負債合計   8,760,431     8,022,556     737,875   

Ⅲ正味財産の部              

  1.指定正味財産   0    0    0   

      （うち基本財産への充当額） ( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) 

      （うち特定資産への充当額） ( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) 

  2.一般正味財産   17,760,004    19,408,372    △ 1,648,368   

      （うち基本財産への充当額） ( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) 

      （うち特定資産への充当額） ( 2,573,223 ) ( 2,200,245 ) ( 372,978 ) 

      正味財産合計   17,760,004     19,408,372     △ 1,648,368   

      負債及び正味財産合計   26,520,435     27,430,928     △ 910,493   
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２ 正味財産増減計算書 

平成 31年 4月 1日から令和 2年 3月 31日まで 

(単位：円) 

科目 当年度 前年度 増減 
Ⅰ一般正味財産増減の部        
 1.経常増減の部       
  (1)経常収益       

   受託事業収益 136,062,942 127,811,486 8,251,456 

    受取配分金 115,783,663 107,227,159 8,556,504 

    受取材料費等 9,417,839 9,870,060 △ 452,221 

    受取事務費 10,861,440 10,714,267 147,173 

   労働者派遣事業等受託収益 4,871,763 4,940,575 △ 68,812 

    労働者派遣事業等受託収益 4,871,763 4,940,575 △ 68,812 

   受取会費 889,000 922,000 △ 33,000 

    正会員受取会費 851,000 882,000 △ 31,000 

    賛助会員受取会費 38,000 40,000 △ 2,000 

   受取補助金等 19,600,000 19,600,000 0 

    受取連合交付金 9,800,000 9,800,000 0 

    受取（市）補助金 9,800,000 9,800,000 0 

   特定資産運用益 70 70 0 

    特定資産受取利息 70 70 0 

   雑収益 232,039 181,385 50,654 

    受取利息 253 229 24 

    雑収益 231,786 181,156 50,630 

   配当金収益 200 200 0 

    配当金収益 200 200 0 

   経常収益計 161,656,014 153,455,716 8,200,298 
  (2)経常費用       

   事業費 159,969,212 149,354,230 10,614,982 

    支払配分金 115,783,663 107,227,159 8,556,504 

    支払材料費等 9,405,830 8,732,265 673,565 

    役員報酬 0 0 0 

    産業医報酬 240,000 0 240,000 

    給料手当 14,978,193 14,468,505 509,688 

    臨時雇賃金 1,782,210 1,790,298 △ 8,088 

    法定福利費 3,059,516 2,940,229 119,287 

    退職給付費用 264,000 264,000 0 

    福利厚生費 35,190 34,802 388 

    会議費 0 0 0 

    役員等旅費交通費 120,136 143,720 △ 23,584 

    旅費交通費 160,025 79,860 80,165 

    通信運搬費 1,342,319 1,271,310 71,009 

    減価償却費 1,149,964 1,135,369 14,595 

    什器備品費 0 0 0 

    消耗品費 796,911 702,716 94,195 

    修繕費 281,845 117,171 164,674 

    印刷製本費 148,392 262,224 △ 113,832 

    光熱水料費 717,240 717,978 △ 738 

    賃借料 3,641,559 4,164,668 △ 523,109 

    保険料 2,162,350 1,922,610 239,740 

    諸謝金 115,140 150,000 △ 34,860 

    租税公課 579,438 190,500 388,938 

    支払負担金 432,400 432,750 △ 350 
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科目 当年度 前年度 増減 

    組織活動助成費 111,275 118,560 △ 7,285 

    委託費 2,407,695 2,424,971 △ 17,276 

    教材費 4,130 0 4,130 

    支払手数料 241,936 53,969 187,967 

    貸倒損失 0 0 0 

    雑費 7,855 8,596 △ 741 

   管理費 3,335,170 3,261,458 73,712 

    役員報酬 780,000 774,000 6,000 

    給料手当 1,843,200 1,827,600 15,600 

    嘱託職員賃金 0 0 0 

    法定福利費 316,201 315,112 1,089 

    退職給付費用 0 0 0 

    福利厚生費 7,038 7,038 0 

    会議費 0 0 0 

    役員等旅費交通費 29,072 19,304 9,768 

    旅費交通費 0 1,100 △ 1,100 

    通信運搬費 68,894 70,355 △ 1,461 

    什器備品費 0 0 0 

    消耗品費 60,670 41,304 19,366 

    印刷製本費 22,000 21,600 400 

    光熱水料費 1,430 1,452 △ 22 

    賃借料 12,586 13,233 △ 647 

    保険料 29,000 29,000 0 

    諸謝金 85,860 69,000 16,860 

    支払負担金 24,200 35,200 △ 11,000 

    委託費 887 1,264 △ 377 

    支払委託金等返還 0 0 0 

    雑費 54,132 34,896 19,236 

   経常費用計 163,304,382 152,615,688 10,688,694 

   評価損益等調整前当期経常増減額 △ 1,648,368 840,028 △ 2,488,396 
   基本財産評価損益等 0 0 0 
   特定資産評価損益等 0 0 0 
   投資有価証券評価損益等 0 0 0 
   評価損益等計 0 0 0 

  当期経常増減額 △ 1,648,368 840,028 △ 2,488,396 
 2.経常外増減の部       
  (1)経常外収益       
   経常外収益計 0 0 0 
  (2)経常外費用       
   固定資産除却損 0 0 0 
    車両運搬具除却損 0 0 0 
    什器備品除却損 0 0 0 
   経常外費用計 0 0 0 
  当期経常外増減額 0 0 0 

   当期一般正味財産増減額 △ 1,648,368 840,028 △ 2,488,396 

   一般正味財産期首残高 19,408,372 18,568,344 840,028 

   一般正味財産期末残高 17,760,004 19,408,372 △ 1,648,368 
Ⅱ指定正味財産増減の部       
(1)収益        
  収益計  0 0 0 
(2)費用        
  費用計  0 0 0 
   当期指定正味財産増減額 0 0 0 
   指定正味財産期首残高 0 0 0 
   指定正味財産期末残高 0 0 0 

Ⅲ 正味財産期末残高 17,760,004 19,408,372 △ 1,648,368 
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３ 財務諸表に対する注記 

１ 重要な会計方針 

（１）公益法人会計基準を採用している。 

（２）固定資産の減価償却の方法 

   減価償却資産について、定額法により減価償却を実施している。 

（３）消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は税込み方式によっている。 

２ 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科  目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

特定資産         

財政運営資金積立資産 1,500,000 1,500,000 1,500,000 1,500,000 

事務所移転費用積立資産 700,245 372,978 0 1,073,223 

合  計 2,200,245 1,872,978 1,500,000 2,573,223 

 

３ 基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである 

（単位：円） 

科  目 当期末残高 
(うち指定正味財 

産からの充当額) 

（うち一般正味財 

産からの充当額） 

（うち負債に 

対応する額） 

特定資産         

財政運営資金積立資産 1,500,000 (0) (1,500,000) (0) 

事務所移転費用積立資産 1,073,223 (0) (1,073,223) (0) 

合  計 2,573,223 (0) (2,573,223) (0) 

 

４ 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科  目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

 建物附属設備 1,917,502 372,850 1,544,652 

 構築物 139,601 27,146 112,455 

 車輌運搬具 7,698,216 6,501,529 1,196,687 

 什器備品 2,825,256 2,531,315 293,941 

合  計 12,580,575 9,432,840 3,147,735 
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５ 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 
貸借対照表上

の記載区分 

高年齢者就業機会確

保事業費等補助金 
国 0 5,339,000 5,339,000 0 

━ 
雇用開発支援事業費

等補助金 
国 0 4,461,000 4,461,000 0 

高年齢者就業機会確

保事業費等補助金 
市 0 5,339,000 5,339,000 0 

━ 
雇用開発支援事業費

等補助金 
市 0 4,461,000 4,461,000 0 

合  計 0 19,600,000 19,600,000 0   

 

 

４ 附属明細書 

 

１ 基本財産及び特定資産の明細 

 （単位：円） 

区分 資産の種類 期首帳簿価額 当期増加額 当期減少額 期末帳簿価額 

特定資産 

財政運営資金積立資産 1,500,000 1,500,000 1,500,000 1,500,000 

事務所移転費用積立資産 700,245 372,978 0 1,073,223 

特定資産計 2,200,245 1,872,978 1,500,000 2,573,223 

 

２ 引当金の明細 

  該当なし。 
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５ 財産目録 

令和２年３月３１日現在 

（単位：円） 

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金額 

(流動資産) 

        

現金 手許現金有高 
シルバー人材センター事業の運

転資金として 
153,138 

  預金・貯金 
普通預金山陰合同銀行 

浜田支店 

普通預金日本海信用金

庫本店営業部 

普通預金島根県農業協

同組合浜田支所 

ゆうちょ銀行 

シルバー人材センター事業の運

転資金として 

2,404,319 

  4,849,728 

   701,603 

   651,643 

  未収金 受託事業契約金額 
シルバー人材センター事業の受

託事業他未収金 
11,706,444 

  前払金 翌年度予算 
翌年度役員賠償責任保険、社会

保険協会費 
33,200 

流動資産合計       20,500,075 

（固定資産）         

特定資産 財政運営資金積立資産 日本海信用金庫定期預金 
シルバー人材センター事業に使用

するための積立資産 
1,500,000 

 事務所移転費用積立資産 日本海信用金庫定期預金 

公益目的保有財産として事務所

移転のために特定費用準備資金

として管理している預金 

1,073,223 

その他固定資産 建物附属設備 
木製建具、内装、電気設

備、給排水設備 

公益目的保有財産としての事務

所施設内の附属設備 
1,544,652 

 構築物 建物外構工事 
公益目的保有財産としての事務

所施設の外構工事 
112,455 

 車輛運搬具 車輛 9 台 
公益目的保有財産としてシルバー

人材センター事業に使用している 
1,196,687 

  什器備品 カッター機他 
公益目的保有財産としてシルバー

人材センター事業に使用している 
293,941 

  電話加入権 加入権 
公益目的保有財産としてシルバー

人材センター事業に使用している 
224,952 

  預託金 自動車リサイクル料金 
公益目的保有財産としてシルバー

人材センター事業に使用している 
64,450 

  出資金 日本海信用金庫 
シルバー人材センター事業に使用

するための出資金額 
10,000 

固定資産合計       6,020,360 

資産合計       26,520,435 

 

（流動負債） 

        

未払金 配分金他 
シルバー人材センター事業に供する配

分金他の未払い金額 
7,735,485 

  材料費等支出他 翌年度に支払う材料費等支出 727,310 

  預り金 職員源泉税等 職員からの源泉所得税等預り金 273,636 

 前受金 会費 翌年度正会員会費 24,000 

流動負債合計       8,760,431 

負債合計       8,760,431 

正味財産       17,760,004 
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６ 固定資産明細表  
（１）建物附属設備目録     

品名 取得年月日 取得価格 当期減価償却額 減価償却累計額 帳簿価額 

木製建具（木製建具工事） 平成 29年 5月 19日 743,040 49,536 144,480 598,560 

内装（内装工事） 平成 29年 5月 19日 656,683 43,779 127,689 528,994 

電気設備（電気設備工事） 平成 29年 5月 19日 194,319 12,955 37,786 156,533 

給排水設備（給排水設備工事） 平成 29年 5月 19日 323,460 21,564 62,895 260,565 

合 計（4設備) 1,917,502 127,834 372,850 1,544,652 

 

（２）構築物目録     

品名 取得年月日 取得価額 当期減価償却額 減価償却累計額 帳簿価額 

建物外構工事 平成 29年 5月 19日 139,601 9,307 27,146 112,455 

合 計 139,601 9,307 27,146 112,455 

 

（３）車輛運搬具目録    （単位：円） 

品名 取得年月日 取得価額 当期減価償却額 減価償却累計額 帳簿価額 

ｸﾎﾞﾀﾄﾗｸﾀｰ L１２２ 平成 14年 5月 17日 950,000 9,500 931,000 19,000 

三菱軽ﾄﾗ島根 480あ 4341 平成 17年 6月 27日 788,000 7,880 772,240 15,760 

三菱 1.5ｔ400す 5824 平成 19年 3月 26日 2,299,500 22,995 2,253,510 45,990 

日産軽ﾄﾗ島根 480 さ 4094 平成 27年 12月 18日 809,356 161,871 701,441 107,915 

日産軽ﾊﾞﾝ島根 480 さ 5056 平成 28年 2月 19日 801,760 167,032 801,759 1 

日産軽ﾄﾗ島根 480す 2740 平成 29年 3月 15日 693,630 138,726 416,178 277,452 

日産軽ﾊﾞﾝ島根 480せ 122 平成 29年 3月 20日 888,850 222,213 462,944 425,906 

三菱ﾗﾝｻｰｶｰｺﾞ  

島根 400ゆ 5023 令和元年 6月 2日 162,000 60,750 60,750 101,250 

トヨタ 1.5ｔ ﾄﾗｯｸ  

島根 400ゆ 5258 令和元年 7月 31日 305,120 101,707 101,707 203,413 

合 計（9 台） 7,698,216 892,674 6,501,529 1,196,687 

   

（４）什器備品目録    （単位：円） 

品 名 取得年月日 取得価額 当期減価償却額 減価償却累計額 帳簿価額 

スイングフォッグ SN５０ 平成１９年５月１日 383,250 0  383,249 1 

ﾎｰﾑｴｱｺﾝ床置型Ｐ６３形 平成２１年５月１６日 523,950 0  523,949 1 

ﾎｰﾑｴｱｺﾝ床置型Ｐ６３形 平成２１年５月１６日 523,950 0  523,949 1 

スイングフォッグ SN５０ 平成２６年６月１日 421,200 21,059 421,199 1 

カッター機ＭＦＣ２３４０ 平成２６年１０月７日 569,700 62,666 569,699 1 

クボタﾐﾆ耕運機ＴＲＳ６０ 平成 29年 3月 29日 151,200 21,600 64,800 86,400 

窪田工業所物置 ND-Z3622Y 平成 29年 3月 28日 252,006 14,824 44,470 207,536 

合 計 2,825,256 120,149 2,531,315 293,941 

 

（５）電話加入権  （単位：円） 

品 名 取得年月日 取得価額 帳簿価額 

電話加入権 平成 6年 11月 1日 74,984 74,984 

電話加入権 平成 6年 11月 1日 74,984 74,984 

電話加入権 平成 6年 11月 1日 74,984 74,984 

合 計 224,952 224,952 
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（６）預託金目録  （単位：円） 

品 名 取得年月日 取得価額 帳簿価額 

三菱 1.5ｔ400す 5824 平成 19年 3月 26日 8,700 8,700 

ｽﾊﾞﾙ軽ﾊﾞﾝ島根 480え 9943 平成 25年 3月 16日 8,670 8,670 

日産軽ﾄﾗ島根 480 さ 4094 平成 27年 12月 18日 5,990 5,990 

日産軽ﾊﾞﾝ島根 480 さ 5056 平成 28年 2月 19日 7,860 7,860 

日産軽ﾄﾗ島根 480す 2740 平成 29年 3月 15日 5,990 5,990 

日産軽ﾊﾞﾝ島根 480せ 122 平成 29年 3月 20日 7,770 7,770 

三菱ﾗﾝｻｰｶｰｺﾞ 

島根 400ゆ 5023 令和元年 6月 2日 11,770 11,770 

ﾄﾖﾀﾀﾞｲﾅ 1.5ｔﾄﾗｯｸ 

島根 400ゆ 5258 令和元年 7月 31日 7,700 7,700 

合 計 64,450 64,450 

 

（７）出資金目録  （単位：円） 

品 名 取得年月日 取得価額 帳簿価額 

日本海信用金庫 平成 20年 8月 12日 10,000 10,000 

合 計 10,000 10,000 

 

（８）事務所移転費用積立資産目録  （単位：円） 

品 名 取得年月日 取得価額 帳簿価額 

日本海信用金庫 令和 2年 3月 30日 700,315 700,315 

日本海信用金庫 令和 2年 3月 31日 372,908 372,908 

合 計 1,073,223 1,073,223 

 

（９）財政運営資金積立目録  （単位：円） 

品 名 取得年月日 取得価額 帳簿価額 

日本海信用金庫 令和 2年 3月 31日 1,500,000 1,500,000 

合 計 1,500,000 1,500,000 
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７ 収支計算書 

平成 31年 4月 1日から令和 2年 3月 31日まで 

(単位：円) 
科目 予算額 決算額 差異 

Ⅰ一般正味財産増減の部       
 1.経常増減の部       
  (1)経常収益       

    受託事業収益 136,990,000 136,062,942 927,058 

      受取配分金 115,790,000 115,783,663 6,337 

      受取材料費等 9,800,000 9,417,839 382,161 

      受取事務費 11,400,000 10,861,440 538,560 

    労働者派遣事業等受託収益 4,872,000 4,871,763 237 

      労働者派遣事業等受託収益 4,872,000 4,871,763 237 

    受取会費 892,000 889,000 3,000 

      正会員受取会費 854,000 851,000 3,000 

      賛助会員受取会費 38,000 38,000 0 

    受取補助金等 19,600,000 19,600,000 0 

      受取連合交付金 9,800,000 9,800,000 0 

      受取（市）補助金 9,800,000 9,800,000 0 

    特定資産運用益 1,000 70 930 

      特定資産受取利息 1,000 70 930 

    雑収益 233,000 232,039 961 

      受取利息 1,000 253 747 

      雑収益 232,000 231,786 214 

    配当金収益 1,000 200 800 

      配当金収益 1,000 200 800 

    経常収益計 162,589,000 161,656,014 932,986 
  (2)経常費用       

    事業費 160,668,000 159,969,212 698,788 

      支払配分金 115,790,000 115,783,663 6,337 

      支払材料費等 9,800,000 9,405,830 394,170 
      役員報酬 0 0 0 

      産業医報酬 240,000 240,000 0 

      給料手当 14,984,000 14,978,193 5,807 

      臨時雇賃金 1,783,000 1,782,210 790 

      法定福利費 3,070,000 3,059,516 10,484 

      退職給付費用 264,000 264,000 0 

      福利厚生費 36,000 35,190 810 

      会議費 2,000 0 2,000 

      役員等旅費交通費 121,000 120,136 864 

      旅費交通費 165,000 160,025 4,975 

      通信運搬費 1,390,000 1,342,319 47,681 

      減価償却費 1,150,000 1,149,964 36 
      什器備品費 0 0 0 

      消耗品費 797,000 796,911 89 

      修繕費 282,000 281,845 155 

      印刷製本費 150,000 148,392 1,608 

      光熱水料費 724,000 717,240 6,760 

      賃借料 3,830,000 3,641,559 188,441 

      保険料 2,180,000 2,162,350 17,650 

      諸謝金 120,000 115,140 4,860 

      租税公課 580,000 579,438 562 

      支払負担金 433,000 432,400 600 
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科目 予算額 決算額 差異 

      組織活動助成費 112,000 111,275 725 

      委託費 2,408,000 2,407,695 305 

      教材費 5,000 4,130 870 

      支払手数料 242,000 241,936 64 
      貸倒損失 0 0 0 

      雑費 10,000 7,855 2,145 

    管理費 3,377,000 3,335,170 41,830 

      役員報酬 780,000 780,000 0 

      給料手当 0 1,843,200 △ 1,843,200 

      嘱託職員賃金 1,844,000 0 1,844,000 

      法定福利費 325,000 316,201 8,799 
      退職給付費用 0 0 0 

      福利厚生費 8,000 7,038 962 
      会議費 0 0 0 

      役員等旅費交通費 35,000 29,072 5,928 
      旅費交通費 0 0 0 

      通信運搬費 73,000 68,894 4,106 
      什器備品費 0 0 0 

      消耗品費 61,000 60,670 330 

      印刷製本費 22,000 22,000 0 

      光熱水料費 2,000 1,430 570 

      賃借料 14,000 12,586 1,414 

      保険料 29,000 29,000 0 

      諸謝金 86,000 85,860 140 

      支払負担金 36,000 24,200 11,800 

      委託費 2,000 887 1,113 
      支払委託金等返還 0 0 0 

      雑費 60,000 54,132 5,868 

    経常費用計 164,045,000 163,304,382 740,618 

    評価損益等調整前当期経常増減額 △ 1,456,000 △ 1,648,368 192,368 
    基本財産評価損益等 0 0 0 
    特定資産評価損益等 0 0 0 
    投資有価証券評価損益等 0 0 0 
    評価損益等計 0 0 0 

  当期経常増減額 △ 1,456,000 △ 1,648,368 192,368 
 2.経常外増減の部       
  (1)経常外収益       
    経常外収益計 0 0 0 
  (2)経常外費用       
    固定資産除却損 0 0 0 
      車両運搬具除却損 0 0 0 
      什器備品除却損 0 0 0 
    経常外費用計 0 0 0 
  当期経常外増減額 0 0 0 

   当期一般正味財産増減額 △ 1,456,000 △ 1,648,368 192,368 

   一般正味財産期首残高 0 19,408,372 △ 19,408,372 

   一般正味財産期末残高 △ 1,456,000 17,760,004 △ 19,216,004 
Ⅱ指定正味財産増減の部       
(1)収益        
  収益計  0 0 0 
(2)費用        
  費用計  0 0 0 

   当期指定正味財産増減額 0 0 0 
   指定正味財産期首残高 0 0 0 
   指定正味財産期末残高 0 0 0 
Ⅲ 正味財産期末残高 △ 1,456,000 17,760,004 △ 19,216,004 
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収 支 計 算 書 （注記） 

平成 31年 4月 1日から令和 2年 3月 31日まで 

(単位：円) 

科目 予算額 決算額 差異 

【投資活動収支の部】       

  <投資活動収入>       

    特定資産取崩収入 1,500,000 1,500,000 0 

      財政運営資金積立資産取崩収入 1,500,000 1,500,000 0 

      事務所移転費用積立資産取崩収入 0 0 0 

    敷金・保証金等戻り収入 0 0 0 

      預託金戻り収入 0 0 0 

    投資活動収入計 1,500,000 1,500,000 0 

  <投資活動支出>       

    固定資産取得支出 468,000 467,120 880 

      車両運搬具購入支出 468,000 467,120 880 

      什器備品購入支出 0 0 0 

    特定資産取得支出 1,873,000 1,872,978 22 

      財政運営資金積立資産取得支出 1,500,000 1,500,000 0 

      事務所移転費用積立資産取得支出 373,000 372,978 22 

    敷金・保証金等支出 20,000 19,470 530 

      預託金支出 20,000 19,470 530 

    投資活動支出計 2,361,000 2,359,568 1,432 

  投資活動収支差額 △ 861,000 △ 859,568 △ 1,432 

【財務活動収支の部】       

  <財務活動収入>       

    借入金収入 0 0 0 

      短期借入金収入 0 0 0 

    財務活動収入計 0 0 0 

  <財務活動支出>       

    借入金返済支出 0 0 0 

      短期借入金返済支出 0 0 0 

    財務活動支出計 0 0 0 

  財務活動収支差額 0 0 0 

当期収支差額 △ 861,000 △ 859,568 △ 1,432 
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令和２年度 事業計画 

 

事業概要 

シルバー人材センターの目的は、 

①高齢者に働く機会を提供することを通じて、生きがいの充実や健康の維持・増進や経

済的な生活の安定を図る。 

②高齢者が地域社会の担い手として活躍をすることを通じて、地域社会の維持発展を図

る。 

③育児などの現役世代を支える分野で高齢者が働くことを通じて、現役世代を支える。 

④人手不足の企業で高齢者が働くことを通じて、人手不足の解消を図る。 

この実現に向けて令和２年度事業を進めてまいります。 

総務省の統計によると日本の人口は、１億２，６０２万人（総務省統計局：令和２年１月概

算値）で、 ２００８年（平成２０年）をピークに減少傾向ですが、６５歳以上の高齢者は全国で

３，５８８万人、高齢化率は２８・４％で世界最高となり、今後も増加し「本格的な高齢社会」が

進んでいるとしています。 

浜田市においては高齢化率が３６．９％（本年３月末）となり、高齢化と少子化による労働

力人口の減少が進展し、有効求人倍率が高水準で推移している状況です。 

国では、人口減少と労働生産性の低迷から「働き方改革」を打ち出し、人口は増えなくても

働く人の数を増やす経済成長の施策を推し進めています。いったん退職した高齢者の社会

参加を促すことやシニア層の活用、雇用形態の格差を埋める「同一労働・同一賃金」など、

現在、大きな改革が進められています。 

そういった中で、シルバー人材センターが果たす役割はますます重要となり、その役割を

果たすことを求められています。とりわけ、地域における労働力不足が顕著となる中、シル

バー派遣事業を積極的に推進していく必要があります。 

シルバー人材センターが受注した仕事を確実に完了させるため、あるいは、企業、会社等

の要望に応えてシルバー派遣を継続していくためには、健康で働く意欲のある会員を今以

上に確保していく必要があります。しかし、事業所における定年延長や再雇用制度の定着、

地域的な求人難という社会状況の中で、会員の拡大が非常に難しくなっています。 

会員拡大に向けて、会員と役員が一体となり、「入会の声掛け運動」を柱に、入会促進の

取組みを強力に進めてまいります。 

一方で、会員の様々な就業ニーズに応えるためには、新しい就業先の確保と職域を拡大

させることが極めて重要であり、引続き新規就業先開拓の取組みを進めます。 

また、就業中や就業途上での事故発生を防ぐため、安全就業の取組みを推進してまいり

ます。 

地域生活に密着したニーズに着実に対応し、地域社会からの期待に応えていくため、以

下の事業実施計画に基づいて、公正、公平、適切な事業推進を図ってまいりますので、会員

の皆様の一層のご理解とご協力をお願いいたします。 
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事業実施計画 

Ⅰ 組織の拡大強化 

（１）会員拡大目標 

シルバー人材センター事業を推進するためには、健康で働く意欲のある会員を確

保、拡大していかなければなりません。全国シルバー人材センター事業協会が提起

した「会員１００万人達成計画」に基づいて、平成３０年度に定めた会員拡大目標に

向けて取組を進めます。 

平成３０年度   ４８８人 

令和元年度    ５０７人 

令和２年度    ５２６人 

（２）会員入会促進の取組 

①会員、役員が知人、友人に口コミでシルバー人材センターへの加入を勧める、

「入会の声掛け運動」に引き続き取り組みます。 

②会員加入率の低い旧那賀郡各自治区でシルバー事業をＰＲするとともに、各自

治区で入会説明会を開催し入会促進に努めます。 

③会員の希望、能力、就業条件等のニーズを把握し、会員一人ひとりに適した就業

先の確保に努めます。 

④各種講習会の開催や、連合会が実施する高齢者活躍人材育成事業の技能講習

会を通じて会員の勧誘に努めます。 

⑤シルバー派遣事業を推進するため、派遣労働を希望する会員の確保に努めます。 

⑥広報「はまだ」や浜田市シルバー人材センターホームページをはじめ、様々なＰＲ

媒体を活用して会員の拡大に努めます。 

⑦浜田医療センター看護学校祭や地域の各種催物等のイベントにおいてシルバー

事業のＰＲを行います。 

⑧会員の余暇を利用した生きがいづくりの場として、シルバー人材センター同好会

活動やシルバー農園事業など就労以外の活動の拡大を図ります。 

（３）女性会員の拡大 

女性会員の加入率は３５．２％と全国平均の３３．０％を上回っていますが、シル

バー事業を推進するためには、女性会員の拡大は重要な課題です。 

浜田市が実施する「産前産後家事支援サポーター派遣事業」に、女性会員中心

として引き続き協力してまいります。高齢社会の進行により家事援助分野の需要が

高まることが想定されることから、家事援助に必要な技術を身につける研修会を開

催します。 

また、女性会員の就労や活動、広がりを目的に、新たに女性部活動会議を開催

し女性会員拡大を図ります。 

（４）会員の退会を抑制する取組み 

①会員を増やしていくためには、退会会員を少なくすることが重要です。シルバーで

は新入会会員以上に退会され会員数が減少しています。体調不良等は止むを得
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ないものの、「シルバーで仕事が無い」理由による退会者を出さないことを目標に、

会員が希望している仕事の受注が無い場合や、様々な理由で就業していない会

員に対して、ほかの仕事を紹介する、会員が就業可能な状態であるかの確認な

どの取組みを進め、未就業会員の削減を図ります。 

②退会される会員は、「高齢」という理由が主なものです。しかしながら、高齢ととも

に就業機会が少なくなっても各種同好会やボランティア活動、研修旅行、シルバ

ー農園事業などシルバー会員として参加することで充実した生活や社会貢献、域

外につながること、また、シルバー人材センターとしても会員で在籍することで新

会員入会の紹介や就業の斡旋が期待できることです。ついては、就業機会が少

なくなる高齢会員について、引き続いて会員として在籍していただき、多方面の活

動のお願いとともに活躍を期待するため、満 85歳以上の会員を通称「ゴールド会

員」として年会費を 1,000 円とします。 

 

Ⅱ 適正就業の取組みとシルバー派遣事業の推進 

適正就業の取組みにより、請負では受注できない仕事をシルバー派遣に切替えてきま

したが、発注時の相談において業務内容を十分見極め、適正な就業体制とすることで適

正就業を推進します。 

令和元年度の国庫補助金は、シルバー派遣事業の就業延人員により金額が決定され

る「高齢者活用・現役世代雇用サポート事業」が継続されます。引き続き派遣事業の拡大

に取り組む必要があり、就業先を確保するとともに派遣会員を増員し、就業延人員の目

標を１０，０００人日（令和元年度実績 8,856 人日）に設定しシルバー派遣事業を推進しま

す。 

 

Ⅲ 就業の場の拡大 

（１）受注先の開拓 

①地域において、会員、役員が「受注の声掛け運動」を進めます。 

②民間事業所、行政機関、一般家庭等への訪問やチラシ配布、各種イベントの参

加を通じてシルバー事業をＰＲし、就業機会の拡大と受注量の増大に努めます。 

③発注者からの視点に立って、電話対応、言葉使い等の接遇向上に努め、魅力の

あるセンターを目指します。 

（２）公平な就業の確立 

就業情報の提供に努め、長期就労の見直しを行い、就業の公平性の確立に努め

ます。 

（３）技術研修会・講習会の実施 

各種研修会・講習会を実施し会員の技術向上を図るとともに、シルバー事業後継

者の育成に努めます。 

（４）職群班の充実 

草刈班、剪定班の拡大と充実を進めるとともに、各種職群班を設置しグループ就
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業の効果的推進を図ります。 

（５）関係団体との連携 

商工会議所、商工会、ハローワーク等との連携を密にして就業先の拡大を図りま

す。 

 

Ⅳ 安全就業の推進 

「就業中や就業途上の事故を起こさない。安全を全てに優先させる」を念頭に、安全部

会活動の充実、巡回パトロール指導や安全講習会の開催、安全就業ニュースの発行を

通して会員の安全就業意識を啓発し、安全就業の確立に取り組みます。 

なお、万が一の事故に備えて「シルバー人材センター団体傷害保険」に加入しています

（通院１日につき 2,000円、入院１日につき 3,000円）。また、賠償保険（対人、対物）にお

いての免責額は０円です（平成 30 年 10 月より）。 

全国的に刈払機、チェーンソーによる事故が多発しています。今年度、刈払機取扱講

習会、チェーンソー取扱講習会を開催します。 

（１）安全点検の履行 

特に事故の発生が多い草刈作業、剪定作業において、就業会員が「安全就業点検

表」による就業時の安全点検を行うことにより安全就業に繋げる。 

（２）安全具着用の義務 

①高所作業：ヘルメット、命綱 

②剪定（伐採を含む）：ヘルメット、安全帯、保護メガネ（現場による） 

③草刈：ヘルメット、肩掛けバンド、保護メガネ（保護面）、作業に適した靴等（現場に

よりスパイク付）、手袋（振動障害予防仕様の手袋もあります） 

（３）安全講習会を開催し、関係作業会員の参加を義務付け、安全意識の徹底を図る。 

（４）安全パトロールの回数を増やし、作業状況を把握するとともに安全就業の徹底を図

る。 

（５）共同作業では、班長やリーダーが安全具着用を確認・指導するとともに、お互いが声

を掛け合い危険防止を図る。 

（６）刈払機による飛び石は、想定外のところまで飛んで事故を起こすことがあり、コンパ

ネや防護ネット等を利用し事故を防ぐ。 

 

Ⅴ 普及啓発活動の推進 

（１）広報等の活用 

①広報「はまだ」にＰＲ文の掲載をお願いし、またホームページを活用してシルバー

事業の普及啓発に努めます。 

②会報「飛翔」を関係先に配布しシルバー事業のＰＲに努めます。 

③会員募集と就業先開拓のポスターチラシ等を作成し、公共的な施設等に配架しシ

ルバー事業のＰＲに努めます。 
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（２）地域班の活性化 

広く市民にシルバー事業を理解いただき、会員の入会促進や就業先の拡大を図

るためには、地域において会員、会員、役員が積極的な広報活動を進める必要が

あります。 

このため会員からの意見を受け止め、会員と役員が一緒になった取組みを行う

体制づくりの場として地域班は重要な役割を持っています。地域班活動を活性化さ

せるため、地域班会議を開催します。 

（３）行政への働きかけ 

シルバー人材センターは、法律に基づく公共性・公益性の高い団体であり、高齢

者施策の一端を担うものであることを広く市民にＰＲするとともに、行政に対しても運

営状況や事業報告等について積極的な情報公開を行い、就業先情報の提供を求

めます。 

（４）報道機関の活用 

新聞等のマスコミに各種の情報を提供し、シルバー事業の普及啓発に努めます。 

 

Ⅵ 有料職業紹介事業の実施 

臨時的・短期的又は軽易な業務の雇用による就業を希望される高齢者に向け、有料

職業紹介事業を実施します。 

 

Ⅶ 高齢者活躍人材確保育成事業（島根県ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ連合会主催事業） 

労働力人口の減少等で現役世代を支える分野での担い手不足の中で、高齢者の就業

を推進するため、シルバー人材センターでの就業に必要な技能を身に付けるための講習

会を実施します。 

・内容：（予定） 

①清掃スタッフ育成講習（非会員対象技能講習）3 日間（10 月 13 日～15 日）、 

②産前産後子育て支援員講習（非会員対象技能講習）3 日間(9 月 7日～9 日) 

③産前産後訪問サポーター認定講習会（会員対象）3 日間（7 月 7 日～9 日） 

・場所：シルバー人材センター 

 

Ⅷ シルバー農園事業 

シルバー事業の幅を広げるとともに、会員の入会促進を目的として取組みを始めたシ

ルバー農園事業を引続き推進します。収穫された野菜の一部は、定時総会や各種催物

等で販売します。 

今年度も、れんげ保育園と共同してサツマイモの栽培を行います。多数の園児、保護

者が参加される予定であり、シルバー農園への会員の積極的な参加をお願いします。 

 

Ⅸ ボランティア活動の実施 

シルバー人材センターの社会貢献活動として、看護学生との交流事業や模擬患者実
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習でお世話になっている、浜田医療センター附属看護学校の周辺の除草作業を実施しま

す。多くの会員のご参加をお願いいたします。 

（１）期 日  ７月３日（金）及び１０月２日（金） 

※台風等を除き雨天決行 

（２）集 合  午前７時 看護学校玄関前 

（３）作 業  草刈、草取、草の集積、積込、運搬 

（４）用 具  作業に必要な用具は持参（刈払機、ねじり鎌、熊手、ホウキ） 

※刈払機の燃料は事務局で準備します。 

（５）申 込  ６月２５日（木）または９月２０日（金）までに事務局へご連絡ください。 

 

Ⅹ 研修旅行について 

今年度の研修旅行は、新型コロナウイルス感染症の影響により、中止としました。 
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令和２年度 収支予算書 
令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで 

（単位：円） 

科   目 予算額 前年度予算

額 

増減額 備  考 

Ⅰ 一般正味財産増減の部        
 1 経常増減の部        
 （１）経常収益        
   受託事業収益 150,210,000 128,809,000 21,401,000   
    受取配分金 127,680,000 109,190,000 18,490,000   
    受取材料費等 9,762,000 8,700,000 1,062,000   
    受取事務費 12,768,000 10,919,000 1,849,000 配分金の 10％ 
   労働者派遣事業等収益 4,671,000 4,670,000 1,000   
    労働者派遣事業等収益 4,671,000 4,670,000 1,000 連合会からの派遣事業協力金 
   受取会費 1,066,000 1,060,000 6,000   
    正会員受取会費 1,020,000 1,014,000 6,000 会費（年会費 2,000 円） 
    賛助会員受取会費 46,000 46,000 0 会費（年会費個人 2,000 円） 
   受取補助金等 19,600,000 19,600,000 0   
    受取連合交付金 9,800,000 9,800,000 0 国庫補助金 
    受取市補助金 9,800,000 9,800,000 0 市補助金 
   雑収益 205,000 166,000 39,000   
    受取利息 1,000 1,000 0 預金利息 
    雑収益 204,000 165,000 39,000 連合会事務所負担金 
   配当金収入 1,000 1,000 0   
    配当金収入 1,000 1,000 0   
 経常収益計 

  

175,753,000 154,306,000 21,447,000   
 （２）経常費用 

経常費用 

        
  事業費 172,100,000 150,935,000 21,165,000   
   支払配分金 127,680,000 109,190,000 18,490,000 就業会員に対する配分金支払 
   支払材料費等 9,762,000 8,700,000 1,062,000 原材料代,就業に伴う諸経費など 
   産業医報酬 240,000 0     
   給料手当 17,732,000 15,214,000 2,518,000 職員基本給、期末勤勉、諸手当 
   臨時雇用賃金 0 1,782,000     
   法定福利費 3,263,000 2,600,000 663,000 社会保険、労働保険等 
   退職金給付費用 264,000 264,000 0 中小企業退職金共済掛金 
   福利厚生費 38,000 40,000 △ 2,000 健康診断料等 
   会議費 2,000 2,000 0 会議経費 
   役員等旅費交通費 179,000 180,000 △ 1,000 役員のシルバー事業に係る旅費 
   旅費交通費 155,000 123,000 32,000 職員の会議・研修等に要する旅費 
   通信運搬費 1,300,000 1,300,000 0 郵便料、電話料等 
   減価償却費 917,000 1,075,000 △ 158,000   
   什器備品費 10,000 10,000 0 事業用備品 
   消耗品費 500,000 500,000 0 事務用消耗品、燃料費等 
   修繕費 100,000 100,000 0 自動車、作業場等の修繕費 
   印刷製本費 153,000 153,000 0 事務局だより印刷費 
   光熱水料費 714,000 753,000 △ 39,000 電気料、水道料、ガス料 
   賃借料 3,167,000 3,650,000 △ 483,000 パソコン機器・ソフトの賃借料等 
   保険料 2,179,000 1,850,000 329,000 団体傷害、賠償責任、自動車任意保険料 
   諸謝金 182,000 202,000 △ 20,000 安全部会、広報部会等 
   租税公課  557,000 271,000 286,000 契約に伴う印紙税等 
   支払負担金  433,000 433,000 0 全シ協、連合会の年会費等 
   組織活動助成費  140,000 130,000 10,000 会員組織活動の助成 
   委託費 2,226,000 2,360,000 △ 134,000 弥栄社協への事務委託費等 
   教材費 5,000 5,000 0 資料代等 
   支払手数料 184,000 30,000 154,000 振込手数料等 
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科   目 予算額 前年度予算

額 

増減額 備  考 
   貸倒損失 0 0     
   雑費 18,000 18,000 0 事業に係る雑費 
  管理費 3,653,000 3,371,000 282,000   
   役員報酬 798,000 798,000 0 理事長、副理事長、理事、監事報酬 
   嘱託職員賃金 2,070,000 1,844,000 226,000   
   給料手当 0 0 0 職員基本給、期末勤勉、諸手当 
   法定福利費 357,000 325,000 32,000 社会保険、労働保険等 
   退職金給付費用 0 0 0 中小企業退職金共済掛金 
   福利厚生費 8,000 8,000 0 健康診断料等 
   会議費 3,000 3,000 0 総会、理事会等の会議費 
   役員等旅費交通費 41,000 25,000 16,000 役員の会議出席旅費 
   旅費交通費 0 2,000 △ 2,000 職員の研修会等旅費 
   通信運搬費 69,000 73,000 △ 4,000 郵便料、電話料等 
   什器備品費 10,000 10,000 0 事業用備品 
   消耗品費 61,000 40,000 21,000 事務用消耗品、燃料費等 
   印刷製本費 22,000 22,000 0 総会資料印刷費 
   光熱水料費 2,000 2,000 0 電気料、水道料、ガス料 
   賃借料 13,000 14,000 △ 1,000 パソコン機器・ソフトの賃借料等 
   保険料 29,000 29,000 0 役員賠償責任保険料 
   諸謝金 91,000 88,000 3,000 総務部会、事業部会、女性部会 
   支払負担金  36,000 36,000 0 浜田商工会議所会費等 
   委託費 1,000 2,000 △ 1,000 プログラム保守料等 
   雑費 42,000 50,000 △ 8,000 借入金支払利息、その他諸雑費 
 経常費用計 175,753,000 154,306,000 21,447,000   

  評価損益等調整前当期経常増減額 

評価損益等調整前当期経常増減額 

0 0 0   

  基本財産評価損益等 

基本財産評価損益等 

0 0 0   

  特定資産評価損益等 

特定資産評価損益等 

0 0 0   

  投資有価証券評価損益等 

投資有価証券評価損益等 

0 0 0   

  評価損益等計 

評価損益等計 

0 0 0   

  当期経常増減額 

当期経常増減額 

0 0 0   

 ２ 経常外増減の部   

 

 

 

   

 (1)経常外収益   

 

 

 

   

 固定資産売却益 0 0 0   

経常外収益計 0 0 0   

(2)経常外費用   

 

 

 

   

 固定資産売却損 0 0 0  

経常外費用計 0 0 0  

 当期経常外増減額 

当外増減額 

0 0 0  

 当期一般正味財産増減額 

当期一般正味財産増減額 

0 0 0  

 一般正味財産期首残高 

一般正味財産期首残高 

0 0    

 一般正味財産期末残高 

一般正味財産期末残高 

0 0 0   

  

  
Ⅱ 指定正味財産増減の部        
 受取補助金等        
 一般正味財産への振替額 0 0 0  
  当期指定正味財産増減額 0 0 0  
  指定正味財産期首残高 0 0 0  
  指定正味財産期末残高 0 0 0  

Ⅲ 正味財産期末残高 0 0 0  
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収支予算書に係る注記 
１ 投資活動及び財務活動に関する見込 

 （単位：円） 

科   目 予算額 前年度予算

額 

増減額 備  考 

投資活動収支の部        
 投資活動収入        
  固定資産売却収入 0 0 0  
   車両運搬具売却収入 0 0 0  
   什器備品売却収入 0 0 0  
  敷金・保証金等戻り収入 0 0 0  
   預託金戻り収入 0 0 0  
  特定資産取崩収入 1,500,000 1,500,000 0  
   財政運営資金積立資産取

崩収入 

1,500,000 1,500,000 0  
   事務所移転費用積立資産

取崩収入 

0 0 0  
 投資活動収入計 1,500,000 1,500,000 0  
 投資活動支出        
  固定資産取得支出 0 550,000 0  
   車両運搬具購入支出 0 550,000 0  
   什器備品購入支出 0 0 0  
  敷金・保証金等支出 0 20,000 0  
   預託金支出 0 20,000 0  
  特定資産取得支出 1,500,000 1,500,000 0  
   財政運営資金積立資産取

得支出 

1,500,000 1,500,000 0  
   事務所移転費用積立資産

取得支出 

0 0 0  
 投資活動支出計 1,500,000 2,070,000 △ 570,000  
 投資活動収支差額 0 △ 570,000 570,000  

【財務活動収支の部】 

財務活動収支の部 

       
 財務活動収入        

   借入金収入 0 0 0  
    短期借入金収入 0 0 0  
 財務活動収入計 0 0 0  
 財務活動支出 0 0 0  
  借入金返済支出  0 0 0  

   短期借入金返済支出 0 0 0  

 財務活動支出計 0 0 0  

 財務活動収支差額 0 0 0  

当期収支差額  0 △ 570,000 570,000  

 

１ 受取配分金等の増加に連動する支出（支払配分金、支払材料費等）に限り予算額を超えて執行することができる。 

２ 借入金限度額     令和２年度の短期借入金限度額は５００万円とする。 

３ 債務負担額       次表のとおりリース契約により債務を負担する。                          （単位：円） 
年度 

契約先 
品 名  

令和 
2 年度  

令和 
3 年度 

令和 
4 年度 

令和 
5 年度 

令和 
6 年度 

合計 

NRI 社会情報システム(株) 

エイジレス８０コネクト 
1,771,440  1,328,580        3,100,020  

リコーリース（株） 
パソコン機器 

472,560  472,560  472,560  472,560  354,420  2,244,660  

NRI 社会情報システム(株) 

ＣＴＩシステム 
182,160  182,160  30,360      394,680  

日本電気株式会社 
電話機システム 7 台 

225,504  225,504  37,584      488,592  

シャープファイナンス 
ﾘｺｰ複合機 MP-C4503RC 

55,728  55,728  55,728  55,728  4,644  227,556  

イシハラリース 
ﾐﾆｷｬﾌﾞﾄﾗｯｸ 95-36 

187,920  15,660        203,580  

  計 2,895,312  2,280,192  596,232  528,288  359,064  6,659,088  
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資金調達及び設備投資の見込みについて 

 

（１）資金調達の見込みについて 

 

当期中における短期借入金及び長期借入金の予定の有無。 

（単位：円） 

借入の予定 ■ あり □ なし 

事業 

番号 
借 入 先 金    額 使    途 

１ 日本海信用金庫 ５，０００，０００ 配分金の支払 

 

（２）設備投資の見込みについて 

 

当期中における重要な設備投資（除却又は売却を含む。）の予定の有無 

（単位：円） 

設備投資の予定 □ あり ■ なし 

事業 

番号 
設備投資の内容 支出又は収入の予定額 

資金調達方法又は 

資産の使途 
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公益社団法人浜田市シルバー人材センター 

定  款 

第１章  総  則 

（名称） 

第１条 この法人は、公益社団法人浜田市シルバー人材センター（以下「センター」と

いう。）と称する。 

（事務所） 

第２条 センターは、主たる事務所を島根県浜田市に置く。 

（目的） 

第３条 センターは、定年退職者等の高齢者（以下「高齢者」という。）の希望に応じ

た臨時的かつ短期的な就業又はその他の軽易な業務（当該業務に係る労働力の需給

の状況、当該業務の処理の実情等を考慮して厚生労働大臣が定めるものに限る。次

条及び第５条において同じ。）に係る就業の機会を確保し、及びこれらの者に対して

組織的に提供することなどにより、その能力を生かした就業その他の多様な社会参

加活動を援助して、これらの者の生きがいの充実と福祉の増進を図るとともに、活

力ある地域社会づくりに寄与することを目的とする。 

（事業） 

第４条 センターは、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

（１）臨時的かつ短期的な就業（雇用によるものを除く。）又はその他の軽易な業務に

係る就業（雇用によるものを除く｡）を希望する高齢者のために、これらの就業

の機会を確保し、及び組織的に提供すること。 

（２）臨時的かつ短期的な雇用による就業又はその他の軽易な業務に係る就業（雇用

によるものに限る。）を希望する高齢者のために、職業紹介事業又は一般労働者

派遣事業を行うこと。 

（３）高齢者に対し、臨時的かつ短期的な就業及びその他の軽易な業務に係る就業に

必要な知識及び技能の付与を目的とした講習を行うこと。 

（４）高齢者のための臨時的かつ短期的な就業及びその他の軽易な業務に係る就業を

通じて、高齢者の生きがいの充実及び社会参加の推進を図るために必要な事業

を行うこと。 

（５）前４号に掲げるもののほか、高齢者の多様な就業機会の確保及び地域社会、企

業等における高齢者の能力の活用を図るために必要な事業を行うこと。 

（６）その他センターの目的を達成するために必要な事業を行うこと。 

第２章  会  員 

（種別） 

第５条 センターの会員は、次の２種とし、正会員をもって一般社団法人及び一般財

団法人に関する法律（以下「一般社団・財団法人法」という。）上の社員とする。 

（１）正会員 センターの目的に賛同し、その事業を理解している次のいずれにも該

当する者であって、理事会の承認を得た者。 
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ア 浜田市に居住する原則として６０歳以上の者。 

イ 健康な者であって、臨時的かつ短期的な就業又はその他の軽易な業務に係

る就業を通じて自己の労働能力を活用し、それによって自らの生きがいの

充実や社会参加等を希望する者。 

（２）賛助会員 浜田市内に住所又は事務所がある個人又は団体であってセンターの

目的に賛同し、事業に協力するもので理事会の承認を得たもの。 

（入会） 

第６条 会員として入会しようとする者は、所定の入会申込書により申し込むものと

する。 

２ 入会は、理事会においてその可否を決定し、これを本人に通知するものとする。 

（会費） 

第７条 正会員は、センターの活動に必要な経費に充てるため、総会において別に定

める会費を支払わなければならない。 

２ 賛助会員は、総会において別に定める賛助会費を納入しなければならない。 

（会員の資格喪失） 

第８条 会員が次のいずれかに該当する場合には、その資格を喪失する。 

 （１）退会したとき。 

（２）成年被後見人又は被保佐人になったとき。 

（３）死亡し、若しくは失踪宣告を受け、又は会員である団体が解散したとき。 

（４）１年間以上会費又は賛助会費を滞納したとき。 

（５）除名されたとき。 

（６）すべての正会員の同意があったとき。 

（退会） 

第９条 会員は、理事会が別に定める退会届を提出して、任意に退会することができ

る。 

（除名） 

第１０条 会員が次のいずれかに該当する場合には、総会において、総正会員の半数

以上の出席であって、総正会員の議決権の３分の２以上の議決に基づき、除名する

ことができる。この場合、その会員に対し、総会の１週間前までに、理由を付して

除名する旨を通知し、総会において、決議の前に弁明の機会を与えなければならな

い。 

 （１）センターの定款又は規則に違反したとき。 

 （２）センターの名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。 

 （３）その他の除名すべき正当な事由があるとき。 

２ 前項により除名が決議されたときは、その会員に対し、通知するものとする。 

（会員資格喪失に伴う権利及び義務） 

第１１条 会員が第８条の規定によりその資格を喪失したときは、センターに対する

会員としての権利を失い、義務を免れる。 
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２ センターは、会員がその資格を喪失しても、既納の会費及びその他の拠出金品は、

これを返還しない。 

第３章  総  会 

（構成） 

第１２条 総会は、すべての正会員をもって構成する。 

２ 前項の総会をもって一般社団・財団法人法上の社員総会とする。 

（権限） 

第１３条 総会は、次の事項について決議する。 

（１）役員の選任又は解任 

 （２）役員の報酬等の支給の基準 

 （３）役員の賠償責任の一部免除 

（４）定款の変更 

（５）各事業年度の事業報告及び決算の承認 

（６）会費及び賛助会費の金額 

 （７）会員の除名 

 （８）解散、公益目的取得財産残額の贈与及び残余財産の処分 

 （９）合併 

 （１０）前各号に定めるもののほか、一般社団・財団法人法に規定する事項及びこの

定款に定める事項 

（種別及び開催） 

第１４条 センターの総会は、定時総会及び臨時総会の２種とする。 

２ 定時総会は、毎事業年度終了後３箇月以内に開催する。 

３ 臨時総会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。 

（１）理事会において開催の決議がなされたとき。 

（２）総正会員の議決権の５分の１以上から会議の目的である事項及び招集の理由

を記載した書面により、招集の請求が理事長にあったとき。 

（招集） 

第１５条 総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基づき理事

長が招集する。 

２ 理事長は、前条第３項第２号の規定による請求があったときは、その日から６週

間以内の日を総会の日とする臨時総会の招集の通知を発しなければならない。 

３ 総会を招集するときは、会議の日時、場所、目的である事項、その他法令で定める

事項を記載した書面をもって、開催日の１週間前までに通知を発しなければならな

い。 

（議長） 

第１６条 総会の議長は、当該総会において正会員の中から選出する。 

（議決権） 

第１７条 総会における議決権は、正会員１名につき１個とする。 
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（定足数） 

第１８条 総会は、総正会員の過半数の出席がなければ開催することができない。 

（決議） 

第１９条  総会の決議は、一般社団・財団法人法第４９条第２項に規定する事項及び

この定款に特に規定するものを除き、総正会員の議決権の過半数を有する正会員が

出席し、出席した正会員の議決権の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長

の決するところによる。 

２ 前項前段の場合において、議長は正会員として決議に加わることはできない。 

３ 理事及び監事を選任する議案を決議するに際しては、各候補者ごとに第１項の決

議を行わなければならない。理事又は監事の候補者の合計数が第２２条に定める定

数を上回る場合には、過半数の賛成を得た候補者の中から得票数の多い順に定数の

枠に達するまでの者を選任することとする。 

（議決権の代理行使） 

第２０条 総会に出席できない正会員は、他の正会員を代理人として議決権の行使を

委任することができる。 

２ 前項の場合における前２条の規定の適用については、その正会員は出席したもの

とみなす。 

（議事録） 

第２１条  総会の議事については、法令で定めるところにより議事録を作成しなけれ

ばならない。 

２ 議長、出席した理事長及び副理事長は、前項の議事録に記名押印する。 

第４章  役  員 

（役員の設置） 

第２２条 センターに次の役員を置く。 

（１）理  事   ６名以上１３名以内 

（２）監    事     ２名以内 

２ 理事のうち１名を理事長、１名を副理事長、１名を常務理事とする。 

３ 前項の理事長及び副理事長をもって一般社団・財団法人法上の代表理事とし、常

務理事をもって一般社団・財団法人法第９１条第１項第２号の業務執行理事とする。 

（役員の選任） 

第２３条 役員は、総会の決議によって選任する。 

２ 理事長及び副理事長、常務理事は、理事会の決議によって理事の中から選定する。 

３ 監事は、センターの理事又は使用人を兼ねることができない。 

（理事の職務及び権限） 

第２４条 理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款で定めるところにより、セン

ターの業務の執行の決定に参画する。 

２ 理事長は、センターを代表し、その業務を執行する。 

３ 副理事長は、理事長を補佐し、センターの業務を執行する。また、理事長に事故が
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あるとき又は理事長が欠けたときは、その職務を代行する。 

４ 常務理事は、理事長及び副理事長を補佐し、センターの業務を分担執行する。ま

た、理事長及び副理事長に事故があるとき、又は理事長及び副理事長が欠けたとき

は、代表権を除く業務執行に係る職務を代行する。 

５ 理事長、副理事長及び常務理事は、毎事業年度に４箇月を超える間隔で２回以上、

自己の職務の執行の状況を理事会に報告しなければならない。 

（監事の職務及び権限） 

第２５条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令に定めるところにより、監査報

告を作成する。 

２ 監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、センターの業務

及び財産の状況の調査をすることができる。 

３ 前２項に定めるもののほか、監事に関する事項は、一般社団・財団法人法で定め

るところによる。 

（任期） 

第２６条 理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに

関する定時総会の終結の時までとし、再任を妨げない。ただし、補欠により選任さ

れた理事の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 監事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する

定時総会の終結の時までとし、再任を妨げない。ただし、補欠により選任された監

事の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 役員は、第２２条第１項で定めた役員の員数が欠けた場合には、辞任又は任期満

了後においても、新たに選任された者が就任するまでは、なおその職務を行わなけ

ればならない。 

（解任） 

第２７条 役員は、総会の決議によって、解任することができる。ただし、監事を解任

する場合は、総正会員の半数以上の出席であって、総正会員の議決権の３分の２以

上の議決に基づいて行わなければならない。 

（報酬等及び費用） 

第２８条 役員には、職務執行の対価として報酬を支給することができる。 

２ 役員には、その職務を行うために要する費用の支払をすることができる。 

３ 前２項に関し必要な事項は、総会の決議により別に定める役員の報酬等及び費用

に関する規程による。 

（取引の制限） 

第２９条 理事が次に掲げる取引をしようとする場合は、その取引について重要な事

実を開示し、理事会の承認を得なければならない。 

 （１）自己又は第三者のためにするセンターの事業の部類に属する取引 

 （２）自己又は第三者のためにするセンターとの取引 

 （３）センターがその理事の債務を保証することその他理事以外の者との間におけ
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るセンターとその理事との利益が相反する取引 

２ 前項の取引をした理事は、その取引の重要な事実を遅滞なく、理事会に報告しな

ければならない。 

（役員の責任の一部免除） 

第３０条 センターは、役員の一般社団・財団法人法第１１１条第１項の賠償責任に

ついて、法令に定める要件に該当する場合には、総会において、総正会員の半数以

上の出席であって、総正会員の議決権の３分の２以上の議決により、賠償責任額か

ら法令に定める最低責任限度額を控除して得た額を限度とし、免除することができ

る。 

第５章  理  事  会 

（構成） 

第３１条 センターに理事会を置く。 

２ 理事会は、すべての理事をもって構成する。 

（権限） 

第３２条  理事会は、この定款に別に定めるもののほか、次の職務を行う。 

 （１）総会の日時及び場所並びに目的である事項の決定 

 （２）規程（総会の決議を必要とするものを除く）の制定、変更及び廃止 

 （３）前各号に定めるもののほかセンターの業務執行の決定 

 （４）理事の職務の執行の監督 

（５）理事長、副理事長及び常務理事の選定及び解職 

 （６）各事業年度の事業計画及び収支予算の承認 

（開催） 

第３３条 理事会は、次のいずれかに該当する場合に開催する。 

 （１）理事長が必要と認めたとき。 

 （２）理事長以外の理事から会議の目的である事項を記載した書面をもって理事長

に招集の請求があったとき。 

 （３）前号の請求があった日から５日以内に、その請求があった日から２週間以内

の日を理事会の日とする理事会の招集の通知が発せられない場合に、その請求

をした理事が招集したとき。 

 （４）一般社団・財団法人法の定めるところにより、監事から理事長に招集の請求が

あったとき、又は監事が招集したとき。 

（招集） 

第３４条 理事会は、理事長が招集する。 

２ 前条第３号による場合は、理事が、前条第４号後段による場合は、監事が理事会

を招集する。 

３ 理事長は、前条第２号又は第４号前段に該当する場合は、その請求があった日か

ら５日以内に、その請求があった日から２週間以内の日を理事会の日とする理事会

の招集の通知を発しなければならない。 
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４ 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的である事項を記載した書面を

もって、開催日の１週間前までに、各理事及び各監事に対して通知を発しなければ

ならない。 

５ 前項に拘わらず、理事及び監事の全員の同意があるときは、招集の手続きを経る

ことなく理事会を開催することができる。 

（議長） 

第３５条 理事会の議長は、理事長がこれに当たる。 

（定足数） 

第３６条 理事会は、理事の過半数の出席がなければ会議を開くことができない。 

（決議） 

第３７条 理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事の

過半数が出席し、その過半数をもって行う。 

（決議の省略） 

第３８条 理事が、理事会の決議の目的である事項について提案した場合において、

その提案について、議決に加わることのできる理事の全員が書面又は電磁的記録に

より同意の意思表示をしたときは、その提案を可決する旨の理事会の決議があった

ものとみなすものとする。ただし、監事が異議を述べたときは、その限りではない。 

（議事録） 

第３９条 理事会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成しな

ければならない。 

２ 出席した理事長、副理事長及び監事は、前項の議事録に記名押印する。 

第６章  資産及び会計 

（資産の管理） 

第４０条 センターの資産は理事長が管理し、その方法は、理事会の決議により別に

定める。 

（事業年度） 

第４１条 センターの事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

（事業計画及び収支予算） 

第４２条 センターの事業計画書、収支予算書、資金調達及び設備投資の見込みを記

載した書類は、毎事業年度の開始の日の前日までに、理事長が作成し、理事会の決

議を経て、総会に報告するものとする。これを変更する場合も、同様とする。 

２ 前項の事業計画書、収支予算書、資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類

は、毎事業年度の開始の日の前日までに、行政庁に提出しなければならない。 

３ 第１項の書類は、主たる事務所に、当該事業年度が終了するまでの間備え置き、

一般の閲覧に供するものとする。 

（事業報告書及び決算） 

第４３条 センターの事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、理事長が次

の書類を作成し、監事の監査を受けた上で、理事会の承認を受けなければならない。 
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 （１）事業報告 

 （２）事業報告の附属明細書 

 （３）貸借対照表 

 （４）損益計算書（正味財産増減計算書） 

 （５）貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の附属明細書 

 （６）財産目録 

２ 前項の承認を受けた書類のうち、第１号、第３号、第４号及び第６号の書類につ

いては、定時総会に提出し、承認を受けなければならない。 

３ 第１項の書類のほか、次の書類を主たる事務所に５年間備え置き、一般の閲覧に

供するとともに、定款、社員名簿を主たる事務所に備え置き、一般の閲覧に供する

ものとする。 

 （１）監査報告 

 （２）役員の名簿 

 （３）役員の報酬等の支給の基準を記載した書類 

 （４）運営組織及び事業活動の状況の概要及びこれらに関する数値のうち重要なも

のを記載した書類 

４ 第１項及び第３項の書類（定款を除く。）は、毎事業年度の経過後３箇月以内に行

政庁に提出しなければならない。 

（長期借入金） 

第４４条 センターが資金の借入をしようとするときは、その事業年度の収入をもっ

て償還する短期借入金を除き、総会において総正会員の半数以上の出席であって、

総正会員の議決権の３分の２以上の議決を経なければならない。 

（公益目的取得財産残額の算定） 

第４５条 理事長は、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律施行規則

第４８条の規定に基づき、毎事業年度、当該事業年度の末日における公益目的取得

財産残額を算定し、第４３条第３項第４号の書類に記載するものとする。 

第７章 定款の変更及び解散 

（定款の変更） 

第４６条 この定款は、第４８条の規定を除き、総会において、総正会員の半数以上

の出席であって、総正会員の議決権の３分の２以上の議決により変更することがで

きる。 

２ 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（以下「公益認定法」とい

う。）第１１条第１項各号に掲げる事項に係る定款の変更（軽微なものを除く）をし

ようとするときは、その事項の変更につき、行政庁の認定を受けなければならない。 

３ 前項以外の変更を行った場合は、遅滞なく行政庁に届け出なければならない。 

（解散） 

第４７条 センターは、一般社団・財団法人法第１４８条第１号及び第２号並びに第

４号から第７号までに規定する事由によるほか、総会において、総正会員の半数以
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上の出席であって、総正会員の議決権の３分の２以上の議決により解散する。 

（公益目的取得財産残額の贈与） 

第４８条 センターが公益認定の取消しの処分を受けた場合、又は合併により消滅す

る場合（その権利義務を承継する法人が公益法人であるときを除く。）において、公

益認定法第３０条第２項に規定する公益目的取得財産残額があるときは、これに相

当する額の財産を、当該公益認定の取消しの日又は当該合併の日から１箇月以内に、

総会の決議により、センターと類似の事業を目的とする他の公益法人、国若しくは

地方公共団体又は公益認定法第５条第１７号に掲げる法人に贈与するものとする。 

（残余財産の処分） 

第４９条 センターが解散等により清算するときに有する残余財産は、総会の決議に

より、センターと類似の事業を目的とする他の公益法人、国若しくは地方公共団体

又は公益認定法第５条第１７号に掲げる法人に贈与するものとする。 

第８章  事 務 局 

（事務局） 

第５０条  センターの事務を処理するため、センターに事務局を置く。 

２ 事務局には、事務局長及び所要の職員を置く。 

３ 事務局長は、理事会の承認を得て理事長が任免する。 

４ 事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、理事会の決議により、別に定める。 

第９章  公告の方法 

（公告の方法） 

第５１条 センターの公告方法は、主たる事務所の公衆の見えやすい場所に掲示する

方法により行う。 

第１０章  雑  則 

（委任） 

第５２条 この定款の施行について必要な事項は、理事会の決議により、別に定める。 

附  則 

１ この定款は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び

公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第

１０６条第１項に定める公益法人の設立の登記の日から施行する。 

２ この法人の最初の代表理事（理事長）は藤原ヒサヨ、代表理事（副理事長）長見邦

尚、業務執行理事は佐々木章とする。 

３ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人

の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第１０６条第１

項に定める特例民法法人の解散の登記と、公益法人の設立の登記を行ったときは、

第４１条の規定にかかわらず、解散の登記の日の前日を事業年度の末日とし、設立

の登記の日を事業年度の開始日とする。 

附  則 

１ この定款は、島根県知事の公益変更認定を受けた日から施行する。  
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公益社団法人浜田市シルバー人材センター 

役員の報酬等及び費用に関する規程 

 

（目的及び意義） 

第１条 この規程は、公益社団法人浜田市シルバー人材センター（以下「センター」と

いう。）定款第２８条第３項の規定に基づき、役員の報酬等及び費用に関し必要な事

項を定めることを目的とし、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（以下「一

般社団・財団法人法」という。）並びに公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関

する法律（以下「公益認定法」という。）の規定に照らし、妥当性と透明性の確保を

図るものとする。 

（定義等） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

（１）役員とは、理事及び監事をいう。 

（２）常勤役員とは、総会で選任された理事のうち、センターを主たる勤務場所とす 

る者をいう。 

（３）非常勤役員とは、常勤役員以外の者をいう。 

（４）報酬等とは、公益認定法第５条第１３号に定める報酬、賞与その他の職務遂行

の対価として受ける財産上の利益及び退職手当であって、その名称のいかんを問

わない。費用とは明確に区分されるものとする。 

 （５）費用とは、職務の遂行に伴い発生する交通費、旅費、手数料等の経費をいう。 

報酬等とは明確に区分されるものとする。 

（報酬等の支給） 

第３条 センターは、役員の職務遂行の対価として報酬を支給することができる。た

だし、常勤役員が職員を兼ねる場合は、職員給与規程を適用し、この規程は適用し

ないものとする。 

２ 役員の報酬は月額又は日額とする。 

３ 役員には役員賞与及び退職手当は支給しない。 

（報酬等の額の決定） 

第４条 役員の報酬額は、別表１「常勤役員の報酬」及び別表２「非常勤役員の報酬」

に定める金額とし、理事は理事会の承認、監事は総会の決議を得て、決定するもの

とする。 

（報酬等の支給日） 

第５条 役員の報酬の支給日については、月額をもって支給する場合は職員給与規程

第８条を準用するものとする。ただし、非常勤役員が理事会等への出席の場合はそ

の都度支払うものとする。 

（報酬等の支給方法） 

第６条 報酬等は、本人の指定する本人名義の金融機関口座に振り込むものとする。 
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２ 報酬等は、法令の定めるところにより控除すべき金額及び本人から申し出のあっ

た立替金、積立金等を控除して支給する。 

（費用） 

第７条 センターは役員が職務の遂行に当たって負担した費用については、これの請

求のあった日から遅滞なく支払うものとし、また前払いを要するものについては前

もって支払うものとする。 

２ 費用の額は別表３により予算の範囲内において支給する。 

（公表） 

第８条 センターは、この規程をもって、公益認定法第２０条第１項に定める報酬等

の支給の基準として公表するものとする。 

（改廃） 

第９条 この規程の改廃は、総会の決議を経て行う。 

（補足） 

第１０条 この規程の実施に関し必要事項は、理事会の決議により別に定める。 

 

附則 

 この規程は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公

益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第１０

６条第１項に定める公益法人の設立の登記の日から施行する。 

 

表１ 常勤役員の報酬 

（１）常務理事  月額  ５０，０００円 

    ただし、職員が常務理事（事務局長）を兼任する場合は職員給与規程を適

用する。 

 

別表２ 非常勤役員の報酬 

（１）理事長   月額  ５０，０００円 

   副理事長  月額   ４，０００円 

    ただし、理事長の職務を代行する場合は、理事長報酬の額とする。 

（２）役員が管内の１職務（理事会等出席）を行うために係る報酬 

    理事   日額  ３，０００円 

監事   日額  ３，０００円 

（注）管内とは役員が所属するシルバー人材センター管内とする。 

 

別表３ 費用の額 

（１）役員の管外職務に係る費用     旅費規程に定める金額 

（２）その他              実費 

 


